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安八町告示第７２号 

 

 

安八町職員措置請求に係る監査結果について 

 

平成３０年４月１８日付で提出された住民監査請求書［安八町職員措置請求書（以下

「請求書」という。）］について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」

という。）第２４２条第４項に基づき、監査した結果を下記のとおり通知する。 

 

平成３０年 ６月１５日 

 

安八町監査委員  清  伸二    

安八町監査委員  山中美惠子    

 

記 

 

第１ 監査の請求 

 

 １ 請求人 

                          

         

  

２ 請求書の受付 

   平成３０年４月１８日 

 

３ 請求の趣旨 

  請求人から提出された請求の趣旨及び事実を証する書面等は次のとおりである。 

なお、請求の趣旨については原文のまま記載する。 

 

監査委員は、安八町長に対し、平成２９年４月２４日に利用した岐阜羽島駅から

安八までのタクシー代を補填するために必要な措置を講ずるよう勧告せよ。 

 

（添付書類） 

  本件に係る事実証明として、次の書類が提出された。 

１．平成２９年４月２４日に使用したタクシーチケット（岐阜羽島駅→安八） 

２．平成３０年１月２５日付 安総第３２４号 情報公開決定通知 
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第２ 請求の受理 

 

   監査の実施にあたり、本請求は、所定の形式要件は具備しているが、法第２４２

条の要件に適合しているかどうかを慎重に判断する必要があったため、平成３０年

４月２４日に清伸二監査委員並びに山中美惠子監査委員出席のもとに審査を行っ

た結果、これを受理した。 

 

 

第３ 監査の実施 

  

１ 請求人の証拠の提出及び陳述 

請求人に対して、法第２４２条第６項の規定に基づき、平成３０年５月１０日に

証拠の提出及び陳述の機会を設けたが、５月７日に欠席の連絡があったため、陳述

は実施しなかった。 

また、新たな証拠の提出もなかった。 

 

２ 監査対象事項等 

（１）監査を行うにあたって実質的な内容を検討するに先立ち、法第２４２条の要件

に係る判断をすることとした。 

（２）住民監査請求は、法第２４２条の規定に基づき、町長や町職員等の違法・不当

な財務会計上の行為又は怠る事実について、住民が直接その是正や防止、損害の

補填を求めて監査委員に監査を請求する制度である。 

そして、法第２４２条第１項では、『普通地方公共団体の住民は、当該普通地

方公共団体の長等について、違法若しくは不当な公金の支出等があると認めると

きは、これらを証する書面を添え』るべきことを定めている。 

当該条項が、監査請求について，違法又は不当な財務会計上の行為又は怠る事

実を証する書面を添えることを求めている趣旨は，事実に基づかない単なる憶測

や主観だけで監査を請求することの弊害を防止しようとするところにあるから、

「証する書面」については、当該行為が違法であることを証明するに足りる証拠

である必要はないものの、監査を求めている根拠として一定の事実があることを

示す書面であることを要すると解される（大阪高判平成１７年５月１２日（平成

１６年（行コ）第１０７号違法公金支出金返還請求公訴事件）参照）。 

（３）本件についてこれをみるに、事実証明書１及び事実証明書２から読み取れるこ

とは、客観的に見て、当該日時にタクシーチケットが使用され、それに対して公

金の支出がされた事実のみであって、タクシーチケットの使用目的や使用方法の

違法性又は不当性を具体的に推認させる事情はない。すなわち、同本件請求の事

実証明書１及び同２から読み取れる事実のみでは、客観的に見て、監査を求めて

いる根拠として一定の事実があることを示す書面があると判断することができ
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ない。 

 

 

第４ 監査の結論 

 

請求人の請求は法第２４２条第１項に規定されている住民監査請求の要件を満

たしていないと判断し、これを却下する。 

 

 

第５ 監査委員の意見 

 

監査を実施しようとした際、本件タクシー代が違法若しくは不当な公金の支出で

あるかどうかを証する書面としては、これだけでは判断することはできない。 

もっとも、請求人は請求書に注釈として「現在、本件が公務であったことを証す

る書面（何の目的でタクシーを使用したのか分かるもの）を再度、情報公開請求中

である。」と述べている。このことから、今後、監査請求期間等の要件を満たすこ

とを前提に、一定の事実があることを示す書面等による事実証明書の提出をもって、

このタクシー代が違法若しくは不当な公金の支出であると具体的な主張をした上

で、請求人が住民監査請求を行う権利は妨げられないものと考える。 

 


